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一般社団法人 日本貿易会
日本経済の発展、アジアの
成長と共に歩む商社業界

～日本貿易会70年の歴史とこれから～

一
般
社
団
法
人
日
本
貿
易
会

は
今
年
６
月
、
創
立
70
周
年
を

迎
え
ま
し
た
。
当
会
は
１
９
４

７
年
の
民
間
貿
易
の
再
開
に
先

立
ち
、
当
時
貿
易
振
興
団
体
と

し
て
活
動
し
て
い
た
４
団
体

（
社
団
法
人
日
本
貿
易
協
会
、

財
団
法
人
日
本
貿
易
振
興
協

会
、
社
団
法
人
日
本
交
易
協

会
、
日
本
貿
易
振
興
会
）
を
統

合
、
経
済
団
体
と
し
て
発
足
し

た
後
、
86
年
に
貿
易
商
社
の
団

体
と
し
て
改
組
さ
れ
、
戦
後
の

日
本
経
済
の
発
展
と
共
に
歩
ん

で
き
ま
し
た
。

こ
の
間
を
振
り
返
る
と
、
商

社
・
貿
易
業
界
に
と
っ
て
は
国

日
本
経
済
の
環
境
の
変
化
と
日
本
貿
易
会
の
活
動

ア
ジ
ア
諸
国
と
の
経
済
交
流
、経
済
連
携
の
推
進

日
本
と
ア
ジ
ア
地
域
の
持
続
的
成
長
に
向
け
て

高
度
成
長
期
に
入
る
と
わ
が

国
と
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
経
済
交

流
の
推
進
に
向
け
、
当
会
も

様
々
な
形
で
努
力
を
積
み
重

ね
、
日
中
国
交
正
常
化
か
ら
３

年
後
の
75
年
に
は
第
１
次
日
本

貿
易
会
友
好
訪
中
代
表
団
を
派

遣
。
そ
の
後
も
日
中
間
の
貿
易

関
係
の
改
善
に
向
け
、
日
中
モ

デ
ル
貿
易
契
約
書
を
作
成
す
る

な
ど
貿
易
環
境
の
改
善
に
努
め

て
き
ま
し
た
。
ま
た
74
年
に
は

日
韓
貿
易
拡
大
均
衡
委
員
会
が

設
置
さ
れ
、
当
会
専
務
理
事
が

日
本
側
委
員
長
に
就
任
。
99
年

に
日
韓
産
業
貿
易
会
議
に
統
合

さ
れ
る
ま
で
、
日
韓
経
済
関
係

の
発
展
に
努
め
て
き
ま
し
た
。

そ
の
間
、
変
動
相
場
制
の
導

入
、
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
、
ア
ジ

ア
通
貨
危
機
等
、
日
本
企
業
を

ア
ジ
ア
諸
国
が
今
後
も
成
長

を
維
持
す
る
た
め
に
は
、
質
の

高
い
港
湾
・
道
路
・
電
力
・
通

信
な
ど
の
イ
ン
フ
ラ
整
備
と
域

内
の
経
済
連
携
を
さ
ら
に
強
化

す
る
こ
と
が
重
要
で
す
。
ま

た
、
経
済
発
展
に
伴
い
多
様
な

モ
ノ
、
サ
ー
ビ
ス
に
対
す
る
需

要
の
増
加
も
予
想
さ
れ
る
中
、

日
本
企
業
に
よ
る
ハ
ー
ド
・
ソ

フ
ト
両
面
か
ら
の
貢
献
、
経
済

連
携
を
通
じ
た
貿
易
・
投
資

自
由
化
の
推
進
が
欠
か
せ
ま
せ

ん
。２

０
０
０
年
に
は
、
ア
ジ
ア

通
貨
危
機
を
経
た
後
の
ア
ジ
ア

の
成
長
に
向
け
て
商
社
の
役
割

な
ど
を
論
じ
た
リ
ポ
ー
ト
「
ア

ジ
ア
と
共
に
歩
む
21
世
紀
」
を

上
梓
（
じ
ょ
う
し
）
し
、
ア
ジ

ア
と
の
関
係
強
化
、
商
社
ビ
ジ

ネ
ス
へ
の
理
解
促
進
の
た
め
03

年
に
「
中
国
ビ
ジ
ネ
ス
と
商

社
」、
06
年
に
「
２
０
１
５
年

ア
ジ
ア
の
未
来
」
を
書
籍
と
し

て
刊
行
。
さ
ら
に
12
年
に
は
、

ア
ジ
ア
域
内
の
さ
ら
な
る
成
長

と
わ
が
国
と
の
経
済
関
係
の
強

化
を
見
据
え
「
イ
ン
フ
ラ
シ
ス

テ
ム
輸
出
に
お
け
る
国
際
競
争

力
強
化
に
向
け
た
公
的
金
融
機

能
の
強
化
策
に
つ
い
て
の
要

望
」
を
、
15
年
に
は
「
質
の
高

い
イ
ン
フ
ラ
シ
ス
テ
ム
輸
出
の

国
際
競
争
力
強
化
に
向
け
た
要

望
」を
政
府
に
提
出
し
ま
し
た
。

当
会
は
70
周
年
の
節
目
を
迎

え
る
に
あ
た
り
、
あ
ら
た
め
て

日
本
と
ア
ジ
ア
諸
国
と
の
間

で
、
円
滑
で
安
定
的
な
貿
易
・

投
資
環
境
を
整
備
す
る
こ
と
の

重
要
性
を
確
認
す
る
と
と
も

に
、
そ
の
推
進
に
向
け
、
当
会

会
員
各
社
は
も
と
よ
り
、
国
内

外
の
関
係
者
と
の
連
携
・
協
力

を
通
じ
、
諸
政
策
に
対
す
る
提

言
・
要
望
活
動
、
経
済
交
流
、

社
会
貢
献
活
動
に
ま
い
進
す
る

所
存
で
す
。
引
き
続
き
当
会
活

動
へ
の
ご
理
解
、
ご
支
援
を
賜

り
ま
す
よ
う
よ
ろ
し
く
お
願
い

申
し
上
げ
ま
す
。

巡
る
経
済
環
境
は
大
き
く
変
わ

り
、
80
～
90
年
代
に
は
日
本
企

業
の
ア
ジ
ア
諸
国
へ
の
事
業
展

開
も
拡
大
し
ま
し
た
。
そ
う
し

た
中
、
97
年
の
ア
ジ
ア
通
貨
危

機
に
際
し
商
社
は
日
系
メ
ー
カ

ー
と
共
に
収
縮
に
歯
止
め
を
か

け
る
べ
く
対
応
に
奔
走
し
ま
し

た
が
、
当
会
も
日
本
企
業
の
資

金
調
達
環
境
の
悪
化
を
食
い
止

め
る
た
め
、
98
年
に
「
ア
ジ
ア

諸
国
に
対
す
る
金
融
支
援
の
実

施
に
関
す
る
要
望
」「
ア
ジ
ア

経
済
再
生
に
向
け
て
の
要
望
」

な
ど
を
政
府
に
提
出
。
同
年
の

緊
急
経
済
対
策
に
も
そ
の
要
望

が
反
映
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
、

ア
ジ
ア
経
済
の
再
生
に
一
役
買

う
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

２
０
０
０
年
代
に
入
る
と
多

国
間
貿
易
交
渉
に
加
え
、
２
国

内
外
に
お
け
る
様
々
な
環
境
変

化
に
対
す
る
果
敢
な
挑
戦
と
、

新
た
な
事
業
環
境
へ
の
柔
軟
な

対
応
が
求
め
ら
れ
る
70
年
だ
っ

た
よ
う
に
思
い
ま
す
。
当
会
も

そ
の
変
化
に
対
し
、
商
社
・
貿

易
業
界
の
ニ
ー
ズ
は
も
と
よ
り

日
本
経
済
の
発
展
と
ア
ジ
ア
の

成
長
に
資
す
る
提
言
・
要
望
活

動
、
経
済
交
流
の
推
進
な
ど
に

注
力
し
て
き
ま
し
た
。
創
立
直

後
の
51
年
に
は
、
貿
易
振
興
の

促
進
を
目
的
に
「
財
団
法
人

海
外
市
場
調
査
会
」（
現
在
の

「
独
立
行
政
法
人
日
本
貿
易
振

興
機
構
（
Ｊ
Ｅ
Ｔ
Ｒ
Ｏ
）」
の

設
立
に
も
尽
力
し
ま
し
た
。

間
あ
る
い
は
地
域
経
済
連
携
の

動
き
が
活
発
化
し
、
わ
が
国
は

02
年
に
初
め
て
の
経
済
連
携
協

定
（
Ｅ
Ｐ
Ａ
）
を
シ
ン
ガ
ポ
ー

ル
と
締
結
。
当
会
も
05
年
に
東

南
ア
ジ
ア
諸
国
連
合
（
Ａ
Ｓ
Ｅ

Ａ
Ｎ
）
と
の
包
括
Ｅ
Ｐ
Ａ
早
期

交
渉
開
始
を
求
め
る
要
望
書
を

発
出
す
る
な
ど
、
ア
ジ
ア
諸
国

と
の
経
済
連
携
交
渉
の
加
速
を

求
め
て
き
ま
し
た
。

環
太
平
洋
経
済
連
携
協
定

（
Ｔ
Ｐ
Ｐ
）
に
つ
い
て
も
、
16

年
に
日
本
経
団
連
、
日
本
商
工

会
議
所
、
経
済
同
友
会
と
の
共

同
提
言
「
環
太
平
洋
パ
ー
ト
ナ

ー
シ
ッ
プ
協
定
の
早
期
実
現
を

求
め
る
」
を
安
倍
首
相
に
提

出
。
そ
の
後
、
米
国
が
Ｔ
Ｐ
Ｐ

か
ら
離
脱
を
宣
言
し
ま
し
た

が
、
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域
の
貿

易
・
投
資
自
由
化
を
加
速
さ

せ
、
わ
が
国
の
成
長
を
促
進
す

る
経
済
連
携
と
し
て
の
重
要
性

は
変
わ
ら
ず
、
わ
が
国
を
含
む

11
カ
国
間
で
Ｔ
Ｐ
Ｐ
を
実
現
す

る
た
め
の
交
渉
が
始
ま
っ
て
い

ま
す
。
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